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日本における周波数共用の社会実装状況
Social Implementation of Spectrum Sharing in Japan

田久 修

拡大するトラヒックの収容に必要な周波数資源の枯渇が深刻な問題となる中，その解決策として異なる目的のシステム
による周波数共用の導入が世界的に議論されている．日本では，2014 年に地上デジタルテレビジョンの放送周波数帯域
における，運用調整の自動化により周波数共用がスタートしている．そして，2021 年度には 2.3 GHz 帯において第 5 世
代移動無線通信との周波数共用の社会導入が計画されている．本稿では，テレビホワイトスペース等運用調整システム，
及び 2.3 GHz 帯ダイナミック周波数共用管理システムについて解説する．
キーワード：テレビホワイトスペース，ダイナミック周波数共用

1．は じ め に

2014 年 3 月から「TV ホワイトスペース等利用シス
テム運用調整協議会｣(1)が発足し，日本における最初の
複数目的のシステムによる周波数共用の運用が開始され
ている．第 5 世代移動無線通信規格（5G）向けに
2.3 GHz の番組素材伝送用無線（FPU）との周波数共用
の制度化においては，2021 年度中の社会導入を予定し
ている．移動無線通信のように社会基盤として多数の利
用者を収容する大規模システムとの周波数共用は，世界
的にも先導する新たな周波数共用事業として注目が集ま
る．
本稿では，日本における周波数共用の社会実装の状況
について解説する．最初に，運用中のテレビホワイトス
ペース等利用システム(2)について概説と運用実績等を紹
介し，周波数共用の現時点での状況を解説する．次に，
社会導入が計画されている 2.3 GHz 帯ダイナミック周
波数共用管理システムについて，制度制定へ向けた検討
過程と具体的なシステム構成について紹介し，2.3 GHz
帯におけるダイナミック周波数共用の方法を解説する．

2．テレビホワイトスペース等運用調整システム

2.1 対象周波数帯域
表 1 に，「TV ホワイトスペース等利用システム運用

調整協議会」が運用調整対象とする無線局及び使用する
周波数帯域を示す．470～710 MHz の周波数共用では地
上デジタルテレビジョン放送，特定ラジオマイク，エリ
ア放送の順に利用システム間の割当上の優先順位が設定
され，下位システムは上位システムを保護する対応が求
められる．

2.2 運用調整コンピュータシステム
図 1 に，運用調整コンピュータシステム（運用調整

CPS）の概要を示す．周波数資源の利用者である，特定
ラジオマイク利用事業者，FPU 利用事業者，エリア放
送事業者などがインターネット経由で，運用調整 CPS
へアクセスすることで利用申請が可能になる．また，周
波数資源利用者とは異なる第三者機関として運用調整協
議会事務局が設定され，運用調整CPS を管理している．
利用者は申請において，利用する場所，チャネル番

号，時間帯等を運用調整 CPS へ登録する．なお，入力
情報の詳細は，2.3 GHz 帯ダイナミック周波数共用管理
システムと対比的に議論するため後述する．運用調整
CPS では，建物の遮蔽効果や室内利用による壁面への
電波の浸透度などを考慮に入れて干渉電力を計算し，運
用中の他システムとの混信判定をする．判定結果はメー
ル等により利用者に通知される．登録情報の入力から通

本格的な周波数共用時代の幕開け小特集 6. 日本における周波数共用の社会実装状況 1239

田久 修 正員：シニア会員 信州大学工学部電子情報システム工学科
E-mail takyu@shinshu-u.ac.jp
Osamu TAKYU, Senior Member (Faculty of Engineering, Shinshu University,
Nagano-shi, 380-8553 Japan).
電子情報通信学会誌 Vol.104 No.12 pp.1239-1244 2021 年 12 月
©電子情報通信学会 2021



知までの一連の手順は自動化されており，運用調整の自
動化とインターネット回線による利用申請の簡易化に
よって，周波数資源の利用機会向上を実現している．た
だし，大規模展示会場などで多数の無線局が重なる場合
には，事務局が参入する人を介した調整が行われてい
る．
図 2 は，470～710 MHz までのチャネル選択画面の様
子を示す．テレビ放送用チャネル定義による，6 MHz
帯域間隔で分割したチャネルリストが示され，各チャネ
ルの利用状況は視覚的に確認できる．また，テレビ放送
による隣接チャネル漏えいから保護するため，テレビ放
送が利用中のチャネルから隣のチャネルにはガードバン
ドが表示され，そのチャネルで利用可能な帯域が制限さ
れることを知ることができる．図 3には，移動する無線
局の登録情報を視覚的に確認するために，地図上に移動
する無線局の位置情報を表示できる．

2.3 運用実績
図 4 に運用調整 CPS の管理対象となる三つの周波数
帯 域（TVWS（470～714 MHz）， 1.2 GHz， 2.3 GHz）
における月別利用実績を示す．コロナ禍により 2020 年
には運用実績の大きな落ち込みがあるが，2016 年 1 月
から 2020 年 12 月までの 5 年間の平均伸び率は年間約
3,400 件となっている．特定ラジオマイクでは 700 MHz
帯からの移行が 2019 年 1 月に完了したため，今後の需
要は安定化した傾向にあるが，運用件数は高く維持され
ると予想される．
一方，空き周波数資源の利用状況は，運用調整 CPS

の過去の利用申請に基づく利用実績から，2021 年 4 月
現在において，国内 15 万か所で無線局運用実績がある．
また，アナログのラジオマイクでは屋内 8,800 地点で 9
万 1,000 個の TVch が使え（TVch はテレビチャネル帯
域幅 6MHz），平均 10.3TVch/地点が利用できることを
確認している．また，屋外 4,300 地点で 4 万 3,000 個の
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図 1 運用調整コンピュータシステムの概要

表 1 運用調整対象無線局と使用する周波数帯域
運用無線局 使用周波数帯域 空中線電力 占有帯域

エリア放送 470～710 MHz フルセグ方式 10 mW以下
ワンセグ方式 0.77 mW以下

ワンセグ方式 468 kHz
フルセグ方式 5.7 MHz

特定
ラジオ
マイク

470～714 MHz アナログ方式 10 mW
ディジタル方式 50 mW

アナログ方式 最大 330 kHz
ディジタル方式 288 kHz

期間限定無線局 470～710 MHz 最大で 10 W程度 5.7 MHz
1.2 GHz 特定
ラジオ
マイク

1,240～1,252 MHz
1,253～1,260 MHz

アナログ 10 mW
ディジタル 50 mW

アナログ 最大 330 kHz
ディジタル 288 kHz

1.2 GHz FPU 1,240～1,300 MHz 25 W half : 9 MHz
full : 18 MHz

2.3 GHz FPU 2,330～2,370 MHz 40 W half : 9 MHz
full : 18 MHz
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図 2 チャネルの画面表示の例

図 3 地図上に表示される登録システムの例

図 4 運用調整コンピュータシステムの運用実績



TVch が使え，平均 9.9TVch/地点の帯域が利用できる
ことを確認している．
これらの利用実績の情報は，新たな周波数共用の検討
にも利用されており，現在制度化が進む 2.3 GHz 帯の
FPU と携帯電話事業者との周波数共用の制度化を進め
る際にも活用されている．

3．2.3 GHz 帯ダイナミック周波数共用
管理システム

3.1 検討背景
携帯電話において 2.3 GHz 帯は 39 の国と地域，61 事
業者に割り当てられており，中国やインドなどを中心に
LTE-Advanced の導入，豪州などでは 5G New Radio
の導入計画が進められている．様々なユースケースが想
定され，2.3 GHz 帯は多くの既存端末で第 4世代移動無
線通信規格の周波数として既にサポートされており，携
帯電話利用によるトラヒックの急激な増加に対するあふ
れトラヒックの吸収を目的として，利用が期待されてい
る．日本では，2.3 GHz の周波数帯は，2．に示す「TV
ホワイトスペース等利用システム運用調整協議会」によ
る運用調整対象の FPU と公共業務用無線局に割り当て
られている．これらの動向を受けて，運用調整システム
を含む FPU 及び公共業務用無線局との共用検討が開始
された．

3.2 共用方法の検討
令和 3 年度に開催された総務省情報通信審議会 情報

通信技術分科会 新世代モバイル通信システム委員会(3)

において，2.3 GHz FPU と携帯電話に対して二つの共
用方法が検討された．一つ目は従来の静的な共用条件の
下，必要な地理的離隔を確保する FPU と携帯電話との
周波数共用であり，二つ目は FPU の地理的・時間的な
利用状況を考慮した共用計算を行うことで，FPU の運
用停止中はより広範な地域での携帯電話の利用を可能と
する，ダイナミックな周波数共用である．検討の結果，
FPUの確実な保護の観点と，過去の FPUの運用実績に
基づき携帯電話が周波数資源を利用できる機会の観点
で，データベース方式による地理的・時間的にダイナ
ミックな周波数共用が有効という結論となった．なお，
同委員会では，2.3 GHz を利用する公共業務用無線局と
の周波数共用の検討も議論されている．

3.3 2.3 GHz 帯ダイナミック周波数共用管理システ
ムの概要

3.3.1 管理システムの概観
図 5に，2.3 GHz 帯ダイナミック周波数共用管理シス

テムのシステム化範囲，主要機能，利用者・運用者及び
外部システムの関係を示す．一次利用者である FPU を
運用する放送事業者，そして同一周波数帯を二次利用す
る携帯電話事業者，そしていずれの事業者にも所属しな
いシステム管理者となる電波有効利用促進センターが設
定されている．電波有効利用促進センターによる公平な
管理により，電波利用の有効かつ適正な利用が進められ
る．図中の TVWS は「TV ホワイトスペース等利用シ
ステム運用調整協議会」による運用調整 CPS であり，
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図 5 ダイナミック周波数共用管理システム構成



ダイナミック周波数共用管理システムと連携し，放送事
業者の運用計画及びFPUの登録事項が共有される．

3.3.2 業務フロー
図 6に，一次利用者の放送事業者によるシステム登録
から二次利用者である携帯電話事業者の停波処置が生じ
た場合を含む業務フローを示す．まず，停波すべき基地

局を特定する干渉計算が進められる．その後，停波対象
となる基地局の情報を社会導入時においてはメールによ
り携帯電話事業者へと通知し，携帯電話事業者内で停波
処置が行われる．利用登録から干渉計算，停波指示まで
はシステム内で自動化されている．一次利用者が緊急に
利用する場合には，利用登録後に管理システムが携帯電
話事業者への停波指示を含む通知までに 15 分を目安と
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図 6 業務フロー（ダイナミック周波数共用管理システム内）

図 7 放送事業者の登録項目



している．また，携帯電話事業者による基地局停波処理
に 45 分を目安としている．よって，一次利用者による
緊急利用が可能になるまでに約 1時間内が想定されてい
る．

3.3.3 システム入力項目
図 7 に FPU による登録事項を示す．この図では，ダ

イナミック周波数共用管理システムの導入において，運
用中のTVWSの運用調整 CPS に対し新たに追加となっ
た項目を明示している．FPU の受信局情報について設
定項目が追加されているが，特に受信局の位置・地上高
については受信点保護の観点で極力正確な入力が求めら
れている．
FPU の入力項目が増えた理由の一つとして，場所固

有の伝搬特徴（サイトスペシフィック）を考慮した新た
な伝搬モデル式が干渉計算に導入された点がある．これ
は，ITU-R P. 2108 をモデルに，送受信点近傍の遮蔽地
物によるクラッタ損を考慮したモデルとなっている(4)．
これにより，自由空間減衰に対してサイトスペシフィッ
クな遮蔽地物による遮蔽効果を考慮することが可能にな
り，現実の電波伝搬よりも過剰に長距離に伝搬すること
を抑えると同時に，干渉量が実際よりも低く見積もられ
る可能性を十分低く抑えることを可能にしている．

3.4 その他
有害干渉等の障害発生時に対する業務フローも規定さ

れており，不測の事態への対処方針を明確にすること
で，放送事業者及び携帯事業者共に安心・安全な周波数
共用に向けた備えとなっている．また，ダイナミック周
波数共用管理システムでは，総務省セキュリティポリ
シーにのっとり，情報漏えいや不正アクセス防止の情報
システムとしてのセキュリティ対策が施されている．
現在，2.3 GHz 帯の既存無線局と移動無線通信システ
ムとの周波数共用の制度化が進み，2021 年度中の社会

導入が予定されている．また，2.3 GHz 以外の他の周波
数帯における周波数共用も継続的に検討が進められてい
る．

4．ま と め

本稿では，運用中の TV ホワイトスペース等利用シ
ステムと，社会導入が計画されている 2.3 GHz 帯ダイ
ナミック周波数共用管理システムについて解説した．
謝辞 本稿執筆にあたり取材協力を頂きました，TV
ホワイトスペース等利用システム運用調整協議会の加藤
千早様及び，2.3 GHz 帯ダイナミック周波数共用管理シ
ステムについて御解説頂きました三菱総合研究所の下村
雅彦様に感謝の意を表します．
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